
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ほぼ円筒状の第一のドリル部材と、ほぼ円筒状の第二のドリル部材と、連結手段と、ド
リル本体部材と、クラッチ機構とを備える、骨を穿孔するためのドリル装置であって、
　前記第一のドリル部材は、遠位端に切削面を有し、近位端に長形軸を有し、前記長形軸
は近位端に少なくとも一つの駆動体係合面を有しており、
　前記第二のドリル部材は、遠位端に切削面を有し、近位端に軸を有しているとともに、
前記第二のドリル部材の中を通って伸びている軸方向の穴を有しており、前記穴は、前記
第一のドリル部材の長形軸の近位端の少なくとも一部がこの穴の近位端から突き出るよう
に、隙間をもって前記第一のドリル部材を受けており、
　前記連結手段は、前記第一のドリル部材が回転すると前記第二のドリル部材を回転させ
ることができるように、前記第一のドリル部材と前記第二のドリル部材を結合しており、
　前記ドリル本体部材には、前記第一のドリル部材の近位部と前記第二のドリル部材の近
位部が挿入されており、前記ドリル本体部材はその遠位端に円筒状部分を有しており、前
記円筒状部分はその内部に第一の軸方向の穴を有しており、前記第一の軸方向の穴は前記
ドリル本体部材の長さより短い距離だけ伸びており、前記ドリル本体部材は長形軸を有し
ており、前記長形軸は前記円筒状部分から近位側に伸びていてドリルチャックの中に挿入
されることが可能であり、
　前記クラッチ機構は、駆動体手段と圧縮手段とを備えており、
　前記駆動体手段は、前記第一のドリル部材の時計回り回転をさせることが可能であり、
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前記ドリル本体部分の前記第一の軸方向の穴の底部に配置されており、少なくとも一つの
ほぼ垂直な駆動面と前記駆動面に隣接し傾斜した非駆動面を有しており、前記駆動面は前
記駆動体手段が時計回りに回転すると前記第一のドリル部材の長形軸の前記駆動体係合面
に係合するようになっており、前記非駆動面は前記駆動体手段が反時計回りに回転しても
前記第一のドリル部材の長形軸の前記駆動体係合面と係合できないようになっており、
　前記圧縮手段は、前記駆動体手段から離れる方向に前記第一のドリル部材の長形軸を付
勢し、前記圧縮手段の付勢力に打ち克つ軸方向の負荷が前記第一のドリル部材にかからな
ければ、前記駆動体手段から前記第一のドリル部材が離れて前記第一のドリル部材が回転
しないようになっており、
　 は、前記駆動面を前記ドリル本体部分の前記第一の軸方向の穴に露出さ
せる空間を有し、前記圧縮手段の付勢力に打ち克つ軸方向の負荷が前記第一のドリル部材
にかかったとき、前記第一のドリル部材の長形軸の前記駆動体係合面が前記空間に入り込
み前記駆動面と接触するようになっている、骨を穿孔するためのドリル装置。
【請求項２】
　ほぼ円筒状の第一のドリル部材と、ほぼ円筒状の第二のドリル部材と、連結手段と、ド
リル本体部材と、クラッチ機構とを備える、骨を穿孔するためのドリル装置であって、
　前記第一のドリル部材は、遠位端に切削面を有し、近位端に長形軸を有し、前記長形軸
は近位端に少なくとも一つの駆動体係合面と少なくとも一つの非係合面を有しており、前
記非係合面は前記長形軸の回転軸線に対して傾斜しており、
　前記第二のドリル部材は、遠位端に切削面を有し、近位端に軸を有しているとともに、
前記第二のドリル部材の中を通って伸びている軸方向の穴を有しており、前記穴は、前記
第一のドリル部材の長形軸の近位端の少なくとも一部がこの穴の近位端から突き出るよう
に、隙間をもって前記第一のドリル部材を受けており、
　前記連結手段は、前記第一のドリル部材が回転すると前記第二のドリル部材を回転させ
ることができるように、前記第一のドリル部材と前記第二のドリル部材を結合しており、
　前記ドリル本体部材には、前記第一のドリル部材の近位部と前記第二のドリル部材の近
位部が挿入されており、前記ドリル本体部材はその遠位端に円筒状部分を有しており、前
記円筒状部分はその内部に第一の軸方向の穴を有しており、前記第一の軸方向の穴は前記
ドリル本体部材の長さより短い距離だけ伸びており、前記ドリル本体部材は長形軸を有し
ており、前記長形軸は前記円筒状部分から近位側に伸びていてドリルチャックの中に挿入
されることが可能であり、
　前記クラッチ機構は、駆動体手段と圧縮手段とを備えており、
　前記駆動体手段は、前記第一のドリル部材の時計回り回転をさせることが可能であり、
前記ドリル本体部材の前記第一の軸方向の穴の底部に配置されており、少なくとも一つの
駆動面と前記駆動面に隣接し傾斜した非駆動面を有しており、前記駆動面は前記第一のド
リル部材の前記長形軸の回転軸線に対して平行であって前記前記駆動体手段が時計回りに
回転すると前記第一のドリル部材の長形軸の前記駆動体係合面と係合して前記第一のドリ
ル部材と前記第二のドリル部材の時計回りの回転を可能にするようになっており、前記非
駆動面は前記第一のドリル部材の前記長形軸の回転軸線に対して傾斜していて前記駆動体
手段が反時計回りに回転しても前記第一のドリル部材の長形軸の前記非係合面に乗り上げ
て前記第一のドリル部材と前記第二のドリル部材を回転させないようになっており、
　前記圧縮手段は、前記駆動体手段から離れる方向に前記第一のドリル部材の長形軸を付
勢し、前記圧縮手段の付勢力に打ち克つ軸方向の負荷が前記第一のドリル部材にかからな
ければ、前記駆動体手段から前記第一のドリル部材が離れて前記第一のドリル部材が回転
しないようになっており、
　 は、前記駆動面を前記ドリル本体部材の前記第一の軸方向の穴に露出さ
せる空間を有し、前記圧縮手段の付勢力に打ち克つ軸方向の負荷が前記第一のドリル部材
にかかったとき、前記第一のドリル部材の長形軸の前記駆動体係合面が前記空間に入り込
み前記駆動面と接触するようになっている、骨を穿孔するためのドリル装置。
【請求項３】
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　前記圧縮手段は、前記ドリル本体部材の内部の前記駆動体手段よりも近位に配置された
スプリングを備えており、前記スプリングは前記第一のドリル部材の前記長形軸の回転軸
線に沿って延びる垂直プランジャ部を有しており、前記垂直プランジャ部が前記第一のド
リル部材の前記長形軸に接触して付勢することにより、前記スプリングの付勢力に打ち克
つ軸方向の負荷が前記第一のドリル部材にかからなければ、前記第一のドリル部材の前記
長形軸を前記駆動体手段の駆動面と係合させない、請求項１または請求項２記載のドリル
装置。
【請求項４】
　前記第二のドリル部材の軸に取り付け可能で、前記第一のドリル部材と前記第二のドリ
ル部材を隙間をもって前記ドリル本体部材に固定するベアリング手段を備えており、前記
ベアリング手段は前記本体部材の前記第一の軸方向の穴の内部に隙間をもって配置されて
おり、前記第一のドリル部材および前記第二のドリル部材が前記ドリル本体部材と独立し
て回転できるようにする、請求項１または請求項２記載のドリル装置。
【請求項５】
　前記ベアリング手段が中央に開口部を有するほぼ環状形であり、前記ベアリング手段は
前記開口部により前記第二のドリル部材の周囲に取り付けることが可能であるとともに、
前記前記第一のドリル部材と前記第二のドリル部材の前記ベアリング手段に対する自由な
回転を可能とし、
　前記ベアリング手段はさらに半径方向に延びる延長部を備えており、前記延長部は前記
第一の軸方向の穴の内壁に係合して前記ベアリング手段と前記第一の軸方向の穴の内壁と
間の締まりばめを可能にする、請求項４記載のドリル装置。
【請求項６】
　前記駆動体手段が、前記第一の軸方向の穴の内部の底部に入る第一の座金様挿入物を備
える、請求項１または請求項２記載のドリル装置。
【請求項７】
　前記駆動面が、前記第一の座金様挿入物の下方突起構造体に形成されている、請求項６
記載のドリル装置。
【請求項８】
　前記駆動体手段が第二の座金様挿入物をさらに備えており、前記第二の座金様挿入物は
、中央に位置する開口部および前記第一の座金様挿入物の下方突起構造体を収容する少な
くとも一つの中央以外に位置する開口部を有しており、前記第二の座金様挿入物は前記第
一の軸方向の穴の内部の前記第一の座金様挿入物の下に配置されている、請求項７記載の
ドリル装置。
【請求項９】
　前記ドリル本体部材は、前記圧縮手段が挿入される第二の軸方向の穴をさらに備えてお
り、前記第二の軸方向の穴は前記第一の軸方向の穴と同心であり、前記第一の軸方向の穴
より直径が小さく、前記第一の軸方向の穴の底に位置している、請求項１から請求項３の
うちのいずれか１項記載のドリル装置。
【請求項１０】
　前記連結手段が、
　前記第一のドリル部材の前記長形軸を通って前記長形軸の半径方向に伸びている孔と、
　前記第一のドリル部材の前記長形軸の直径より長く、前記孔の中に挿入されるドエルと
、
　前記第二のドリル部材の軸内にあり、前記第一のドリル部材の前記長形軸の直径を越え
て伸びる前記ドエルの部分を受けてこの部分に係合する２つの対向する孔を備える、請求
項１または請求項２記載のドリル装置。
【請求項１１】
　前記第二のドリル部材の軸内にある前記孔はほぼ直角三角形であり、前記直角三角形の
第一の辺と第二の辺は前記軸の長手方向軸線に平行および鉛直に伸びており、第三の辺は
４５度の角度で傾いている、請求項１０記載のドリル装置。
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【請求項１２】
　三角形の前記孔の前記長手方向軸線に平行に伸びる前記辺の長さが２．５から４．０ｍ
ｍである、請求項１１記載のドリル装置。
【請求項１３】
　前記第一のドリル部材の長形軸の前記駆動体係合面を前記駆動体の前記駆動面と係合さ
せるためには、前記圧縮手段の付勢力に打ち克つ軸方向の負荷によって、前記第一のドリ
ル部材が０．５から２．５ｍｍ軸方向に変位することを必要とする、請求項１または請求
項２記載のドリル装置。
【請求項１４】
　前記第一のドリル部材の長形軸が軸方向に変位するために、前記軸方向の負荷が３から
１０ポンド（ 1360.77 から 4535.9グラム）よりも必要である請求項１３記載のドリル装置
。
【請求項１５】
　ほぼ円筒状の第一のドリル部材と、ほぼ円筒状の第二のドリル部材と、連結手段と、ド
リル本体部材と、環状溝と、クラッチ機構とを備える、骨を穿孔するためのドリル装置で
あって、
　前記第一のドリル部材は、遠位端に切削面を有し、近位端に長形軸を有し、前記長形軸
は近位端に少なくとも一つの駆動体係合面を有しており、
　前記第二のドリル部材は、遠位端に切削面を有し、近位端に軸を有しているとともに、
前記第二のドリル部材の中を通って伸びている軸方向の穴を有しており、前記穴は、前記
第一のドリル部材の長形軸の近位端の少なくとも一部がこの穴の近位端から突き出るよう
に、隙間をもって前記第一のドリル部材を受けており、
　前記連結手段は、前記第一のドリル部材が回転すると前記第二のドリル部材を回転させ
ることができるように、前記第一のドリル部材と前記第二のドリル部材を結合しており、
　前記ドリル本体部材は、少なくとも前記第一のドリル部材の長形軸と少なくとも前記第
二のドリル部材の軸を受ける円筒状ソケットを遠位端に有しており、
　前記ソケットは、内側スリーブと、引き込み可能な外側スリーブと、係合ベアリングと
、封止手段とを備えており、
　前記内側スリーブは、前記ソケットの内壁を形成し、遠位部分に前記係合ベアリングを
収容することが可能な開口部を有しており、
　前記引き込み可能な外側スリーブは、前記内側スリーブの周囲にスライド可能に配置さ
れ、引き込まれていない前方位置に付勢されており、
　前記係合ベアリングは、前記開口部に収容され、引き込まれていない前方位置にある前
記外側スリーブにより生じる力が表面にかかるときに、前記ソケットの中に突き出るよう
になっており、前記外側スリーブが引きこまれた位置にあるときに、前記ソケットの中か
ら押出されるようになっており、
　前記封止手段は、前記内側スリーブと前記外側スリーブの遠位部周囲および近位部周囲
に配置されており、前記ドリル本体部材の内部の汚染を防ぐようになっており、
　前記環状溝は、前記第二のドリル部材の軸の外面の周りに配置されており、前記外側ス
リーブが引き込まれていない前方位置にあるとき、前記第一のドリル部材と前記第二のド
リル部材が前記ソケット内に保持されるように、前記係合ベアリングと固定的に係合する
ようになっており、
　前記クラッチ機構は、駆動体手段と、圧縮手段を備えており、
　前記駆動体手段は、前記第一のドリル部材と前記第二のドリル部材の回転を可能にする
とともに、前記第一のドリル部材と前記第二のドリル部材の反時計回り回転を防ぐように
なっており、前記ドリル本体部材の前記ソケットの底部に配置されており、少なくとも一
つの駆動面と前記駆動面に隣接し傾斜した非駆動面を有しており、前記駆動面は前記第一
のドリル部材の長形軸の前記駆動体係合面と係合して前記第一のドリル部材と前記第二の
ドリル部材の回転を可能にするようになっており、前記非駆動面は前記第一のドリル部材
の長形軸の前記駆動体係合面と係合せずに前記第一のドリル部材と前記第二のドリル部材
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の反時計回り回転を防ぐようになっており、
　前記圧縮手段は、前記駆動体手段から離れる方向に前記第一のドリル部材の長形軸を付
勢し、前記圧縮手段の付勢力に打ち克つ軸方向の負荷が前記第一のドリル部材にかからな
ければ、前記駆動体手段から前記第一のドリル部材が離れて前記第一のドリル部材が回転
しないようになっており、
　 は、前記駆動面を前記ドリル本体部材の前記ソケットに露出させる空間
を有し、前記圧縮手段の付勢力に打ち克つ軸方向の負荷が前記第一のドリル部材にかかっ
たとき、前記第一のドリル部材の長形軸の前記駆動体係合面が前記空間に入り込み前記駆
動面と接触するようになっている、骨を穿孔するためのドリル装置。
【請求項１６】
　ほぼ円筒状の第一のドリル部材と、ほぼ円筒状の第二のドリル部材と、連結手段と、ド
リル本体部材と、環状溝と、クラッチ機構とを備える、骨を穿孔するためのドリル装置で
あって、
　前記第一のドリル部材は、遠位端に切削面を有し、近位端に長形軸を有し、前記長形軸
は近位端に少なくとも一つの駆動体係合面と少なくとも一つの非係合面を有しており、前
記非係合面は前記長形軸の回転軸線に対して傾斜しており、
　前記第二のドリル部材は、遠位端に切削面を有し、近位端に軸を有しているとともに、
前記第二のドリル部材の中を通って伸びている軸方向の穴を有しており、前記穴は、前記
第一のドリル部材の長形軸の近位端の少なくとも一部がこの穴の近位端から突き出るよう
に、隙間をもって前記第一のドリル部材を受けており、
　前記連結手段は、前記第一のドリル部材が回転すると前記第二のドリル部材を回転させ
ることができるように、前記第一のドリル部材と前記第二のドリル部材を結合しており、
　前記ドリル本体部材は、少なくとも前記第一のドリル部材の長形軸と少なくとも前記第
二のドリル部材の軸を受ける円筒状ソケットを遠位端に有しており、
　前記ソケットは、内側スリーブと、引き込み可能な外側スリーブと、係合ベアリングと
を備えており、
　前記内側スリーブは、前記ソケットの内壁を形成し、遠位部分に前記係合ベアリングを
収容することが可能な開口部を有しており、
　前記引き込み可能な外側スリーブは、前記内側スリーブの周囲にスライド可能に配置さ
れ、引き込まれていない前方位置に付勢されており、
　前記係合ベアリングは、前記開口部に収容され、引き込まれていない前方位置にある前
記外側スリーブにより生じる力が表面にかかるときに、前記ソケットの中に突き出るよう
になっており、前記外側スリーブが引きこまれた位置にあるときに、前記ソケットの中か
ら押出されるようになっており、
　前記環状溝は、前記第二のドリル部材の軸の外面の周りに配置されており、前記外側ス
リーブが引き込まれていない前方位置にあるとき、前記第一のドリル部材と前記第二のド
リル部材が前記ソケット内に保持されるように、前記係合ベアリングと固定的に係合する
ようになっており、
　前記クラッチ機構は、駆動体手段と、圧縮手段を備えており、
　前記駆動体手段は、前記第一のドリル部材と前記第二のドリル部材の回転を可能にする
とともに、前記第一のドリル部材と前記第二のドリル部材の反時計回り回転を防ぐように
なっており、前記ドリル本体部材の前記ソケットの底部に配置されており、少なくとも一
つの駆動面と前記駆動面に隣接し傾斜した非駆動面を有しており、前記駆動面は前記第一
のドリル部材の前記長形軸の回転軸線に対して平行であって前記前記駆動体手段が時計回
りに回転すると前記第一のドリル部材の長形軸の前記駆動体係合面と係合して前記第一の
ドリル部材と前記第二のドリル部材の時計回りの回転を可能にするようになっており、前
記非駆動面は前記第一のドリル部材の前記長形軸の回転軸線に対して傾斜していて前記駆
動体手段が反時計回りに回転しても前記第一のドリル部材の長形軸の前記非係合面に乗り
上げて前記第一のドリル部材と前記第二のドリル部材を回転させないようになっており、
　前記圧縮手段は、前記駆動体手段から離れる方向に前記第一のドリル部材の長形軸を付
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勢し、前記圧縮手段の付勢力に打ち克つ軸方向の負荷が前記第一のドリル部材にかからな
ければ、前記駆動体手段から前記第一のドリル部材が離れて前記第一のドリル部材が回転
しないようになっており、
　 は、前記駆動面を前記ドリル本体部材の前記ソケットに露出させる空間
を有し、前記圧縮手段の付勢力に打ち克つ軸方向の負荷が前記第一のドリル部材にかかっ
たとき、前記第一のドリル部材の長形軸の前記駆動体係合面が前記空間に入り込み前記駆
動面と接触するようになっている、骨を穿孔するためのドリル装置。
【請求項１７】
　前記駆動体手段は、ドリルチャックに係合する長形部材の一部であり、前記ドリルチャ
ックの時計回りの回転を前記第一のドリル部材と前記第二のドリル部材に伝達し、
　前記圧縮手段は、前記長形部材の内部に配置されたスプリングとプランジャを備えてお
り、前記プランジャは前記スプリングに接触する底部と、前記第一のドリル部材の前記長
形軸に接触して付勢する上部を有することにより、前記スプリングの付勢力に打ち克つ軸
方向の負荷が前記第一のドリル部材にかからなければ、前記第一のドリル部材の前記長形
軸を前記駆動体手段の駆動面と係合させない、請求項１５または請求項１６記載のドリル
装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
本発明は、骨を貫通するために使用される外科用ドリル装置に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
外科技術の多くは骨の貫通や穴あけが必要である。特に脳の手術では、穴あけが骨のみを
通し骨の下にある繊細な硬膜まで通らないように、穴あけの切削の深さの制御が要求され
る。頭骨の貫通を必要とする手術では、頭骨が貫通したら下に横たわる硬膜に損傷を与え
る前に、穴あけの回転が止まることが重要である。
【０００３】
ドリル刃に所望の大きさの軸方向の負荷がかかるときのみに、ドリル刃が回転できる頭骨
貫通機がある。負荷がなくなったり、所定の閾値以下になったら、ドリルの回転は止まる
。この様な装置は、十分な軸方向の負荷があるときのみ駆動体の係合が可能となるクラッ
チ機構を用いており、米国特許第  2,842,131号、第  4,362,161号、第  4,319,577号、第  4
,884,571号、第  4,699,550号に開示されている。
【０００４】
多くの存在する外科用ドリル構造は再使用可能なドリル刃とドリル組立物を用いている。
使用後に、ドリルを分解し、ドリルの部品を滅菌し、次の使用のために再び組み立てる必
要がある。分解と再組立は、時間を浪費し労力がかかりさら再組立が正確にできない可能
性が常にあるので、好ましくない。その様なドリルの不適切な再組立は、穴あけしそこな
ったり、患者を傷付け又は死なす原因となる。従って、経済的で使い捨ての外科用ドリル
装置が求められている。分解と再組立が迅速で効果的な再使用可能な外科用ドリル装置も
また望ましい。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
従来の外科用ドリルは再使用するドリル刃とドリル組立物から構成されているが、分解と
再組立は、時間を浪費し労力がかかりさら正確な再組立ができないなどの問題点があった
。
【０００６】
この発明は上記のような問題点を解消するためになされたもので、ドリル刃に十分な軸方
向の負荷がかからなくなったときに効率的かつ効果的にドリル刃の回転を不能とするドリ
ル装置の構造を提供することを目的とする。さらに、その様な構造の使い捨て可能ドリル
装置を提供することを目的とする。さらに、容易に分解と再組立ができる再使用可能ドリ
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ル装置を提供することを目的とする。さらに、滅菌の前に構成部品の分解を必要としない
再使用可能ドリル装置を提供することを目的とする。本発明の他の目的，特徴及び効果は
以下の記載からより明らかとなるであろう。
【０００７】
【課題を解決するための手段及び作用】
本発明は、骨の下にある軟らかい組織を貫くことなく骨を貫通するためのドリル装置を提
供する。本発明のドリル装置は頭の穴あけに特に適しているが、体の他の部分の骨構造を
貫通するのにも適している。
一般に、ドリル装置は２つの部分、ドリルヘッドとドリル本体を有する。本明細書におい
て、「遠位」とは例えばドリルヘッドのドリル本体と反対側の方向に向いた位置を、「近
位」とは例えばドリル本体のドリルヘッドと反対側の方向に向いた位置を意味する。ドリ
ルヘッドは、円筒状の第二のドリル部材の中に形成される軸方向の中央穴に収容される第
一のドリル部材を有する。第一及び第二のドリル部材とも、遠位端に切削面を、近位端に
長形軸を有する。第一のドリル部材の長形軸は第二のドリル部材の近位端を越えて伸びて
いて、一以上の駆動体係合面を有することを特徴とする。第一及び第二のドリル部材は連
結機構により互いに固定され、第一のドリル部材が回転すると第二のドリル部材も回転で
きる。
【０００８】
第一の発明は、ドリルヘッドとドリル本体が、分解や再組立ができない使い捨てユニット
を形成するよう構成されている。
使い捨てユニットであるドリル本体はハウジング部材を含み、ハウジング部材は、遠位端
に、第一及び第二のドリル部材の長形軸が入る軸方向の穴がある。この実施例で、ドリル
部材の近位部はハウジングに配置され、装置を損傷しない限り、分解はほとんど不可能あ
る。好ましくは、環状ベアリングなどの機具を、ドリル部材が自由に回転できるようにし
ながら、第一及び第二のドリル部材の近位部の周りに付ける。次に、好ましくは、ベアリ
ングは、ドリルヘッドと本体が容易に独立して回転できるように、干渉してハウジングの
中に配置される。
【０００９】
ドリル装置はまた、第一のドリル部材に十分な軸方向の負荷がかかるときドリル部材の回
転を可能とし、負荷が所定の閾値をしたまわるときに回転を防ぐクラッチ機構を有する。
このクラッチ機構は好ましくはハウジングの底部に位置する。クラッチは、駆動体と圧縮
手段を含み、圧縮手段は第一のドリル部材の近位端にある駆動体係合面を駆動体から離し
てかたよらせる。好ましくは、駆動体は、軸方向の負荷がバイアス力を打ち負かしてドリ
ル部材の時計回りの回転のみが容易となるとき駆動体係合面に接触するほぼ垂直な駆動面
を有する。
【００１０】
他の実施例では、ドリル装置は再使用可能となるように構成されている。この実施例では
、ドリルヘッドは、上述したように構成され、使用後処分することもできるし、滅菌して
再び使用することもできる。ドリルヘッドは、容易にかつ簡単に、ドリル本体の中のソケ
ットに取り付けられ、そこから取り外せる。ソケットを含むドリル本体は単体構造であり
、分解の必要はなく、滅菌して次の外科処置に再使用できる。
【００１１】
再使用可能なドリル本体は、好ましくは、ドリル部材の長形軸を受ける円筒状のソケット
を有するハウジング部材を含む。このソケットは内側スリーブによって一部囲まれ、内側
スリーブは半径方向に位置がずれる係合ベアリングを有する。係合ベアリングは内側スリ
ーブの遠位端にある開口部を通して突き出ている。引き込み可能な外側スリーブはスライ
ド可能に内側スリーブの上に配置され、引き込まれていない位置にあるとき、ソケットの
中にベアリングを押し込む。また、２つのスリーブは封止されて、ドリル本体の内側領域
の汚染を防ぐ。
【００１２】
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外側スリーブが前の位置に、即ち引き込まれていない位置にありベアリングがハウジング
の内部に出ているとき、ベアリングは第二のドリル部材の軸の外面にある環状溝と係合す
る。この係合により、外側スリーブが前の引き込まれていない位置にあるとき、ドリルヘ
ッドはドリルハウジング内に固定される。外側スリーブを引き込むと係合ベアリング上の
内向の力が和らげられ、第二のドリル部材の溝がベアリングから外れ、容易にドリルヘッ
ドが取り外せる。ベアリングと溝の係合にもかかわらず、駆動体が係合してないときは、
ドリルヘッドはドリル本体と独立して回転できる。
【００１３】
再使用可能なドリル装置も、第一のドリル部材に所定の閾値を越える軸方向の負荷がある
ときのみドリル部材の回転が可能となるクラッチ機構を有し、このクラッチ機構は好まし
くはハウジング内にある。好ましくは、クラッチはドリルヘッドが時計回りにのみ回転で
きるように構成される。このクラッチ機構は使い捨てドリル装置で使用したものと同様で
あるが、好ましくはより長く使用できる寿命を得るためにより耐久性に優れた構造とする
。
【００１４】
【実施例】
本発明のドリル組立物は、ドリルに十分な軸方向の負荷がないとドリルが回転できないよ
うに制御された方法で、骨を貫通するのに用いられる。この様なドリルの構造は、例えば
貫通しようとする骨の下に軟らかく繊細な組織が横たわっているような脳の手術のような
、種々の外科技術に必要とされる。骨を貫通すると、軸方向のドリル上の負荷は著しく低
下し、ドリルの回転はほぼ即時に止まる。
【００１５】
本発明の一実施例では、ドリル組立物は全て使い捨てであり、時間を消費するドリルの分
解や再度の組み立てはしない。他の実施例では、ドリル組立物は再使用でき、ドリル本体
へのドリルヘッドの取付けが速やかに、容易に、間違いなくできるように構成されている
。本発明の再使用できるドリル組立物は容易に滅菌もできる。
【００１６】
図１から図１０は、全部が使い捨てであるドリル組立物と種々の部品を示している。
図１から図６に示されるように、使い捨てドリル組立物１０は、その遠位端に、第一のド
リル部材１４と第二のドリル部材１６からなるドリルヘッド１２を有する。ドリルヘッド
１２に隣接して近位にドリル本体１８がある。ドリル本体１８はその遠位端にハウジング
２０を有する。ドリル本体の近位端にハドソンエンド（ Hudson end）２２または同様の部
材があり、それらはドリルチャック（図示せず）に係合してドリルの回転を容易にする。
環状ベアリング２４等の部材がハウジング２０内への第一及び第二のドリル部材１４，１
６の係合を助ける。
【００１７】
ドリルヘッド１２は第一及び第二のドリル部材１４，１６から構成される。図２に示され
るように、第一のドリル部材１４は細長い部材であり、その遠位端２６に切断面２７を有
し、近位端に細長い軸２８を有する。軸２８の近位端には、ハウジング２０内にある駆動
体機構の駆動面と協動する駆動体係合面３０がある。各駆動体係合面３０に隣接して傾斜
した非係合面３１がある。
第二のドリル部材１６は円筒形であり、軸方向に部材１６を通る中央穴３２を有する。部
材１６の遠位端には切断面３４がある。第二のドリル部材１６の近位端３５には環状溝３
８を有する軸３６がある。
【００１８】
図１及び図４に示されるように、第一のドリル部材１４は第二のドリル部材１６の中央穴
３２内に位置している。好ましくは、部材１４の軸２８が部材１６の軸３６より少し長く
、軸２８は軸３６から突き出している。図１及び図４に示されるように、組み立てられた
ドリル部材１４，１６は、好ましくは、第一のドリル部材１４の回転が第二のドリル部材
１６の回転を容易にするように、連結される。好ましくは、連結機構４０が２つのドリル
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部材１４，１６を連結する。連結機構４０は半径方向に各軸２８，３６を通って伸びてい
る孔４２を有し、ドエル４４を収容する。好ましくは、軸２８にある半径方向の孔４２ａ
は 少し押され ドエル４４を収容するのに十分な直径を有する。
【００１９】
好ましくは、第一のドリル部材１４が第二のドリル部材１６に対して軸方向に動けるよう
に、軸３６の孔４２ｂは特にドリル部材の長軸方向においてドエル４４より幾分大きい。
好ましくは、孔４２ｂは、駆動体係合面３０が駆動体と係合できるように、軸２８が軸方
向に十分動けるように長い寸法を有する。
【００２０】
好ましい実施例において、軸３６にある半径方向の孔４２ｂはほぼ三角形のカム４５であ
る。このカムは直角三角形と同様の形で、好ましくは丸い角を有する。カム４５の傾斜す
る辺４６は約４５度の角度で遠位方向に伸びている。４５度が好ましい角度であるが、辺
４６は約３５度から４５度の角度で方向付けられる。
【００２１】
カム４５の辺４６の角度を持った配向は第一のドリル部材１４の軸２８がハウジング２０
にある駆動機構から外れるのに役立つ。軸方向の負荷が第一のドリル部材１４の遠位端２
６にあるとき、ドエル４４は辺４６の近位端に位置するようになる。駆動体と係合すると
、第一および第二のドリル部材１４，１６が回転しドエルは辺４６の近位端に止どまる。
軸方向の負荷がある所望の閾値以下（例えは、約３から１ポンド以下（約  1360.77から 45
3.59グラム以下））に下がるとき、回転するドリル組立物のトルクが、ハウジング２０内
の駆動機構から離れる方向で軸方向の動きに変換されるので、傾斜する辺４６は第一のド
リル部材１４の軸２８が駆動機構から外れるのに役立つ。
【００２２】
ドリル部材１４，１６の軸２８，３６はドリル本体１８のハウジング２０内に配置される
。図６に示されるように、ハウジングは好ましくはドリル本体１８の一部で軸方向に伸び
る穴５０を有する。ドリル軸２８，３６は、ドリル部材１４，１６がドリル本体１８にし
っかりと係合しながらドリル本体１８とハウジング２０から独立して回転できるほど自由
であるように、ハウジング２０内に配置される。
【００２３】
好ましい実施例において、環状ベアリング２４は、部材１６とベアリング２４が互いに独
立して回転できるように、ドリル部材１６のドリル軸３６と隙間を持って係合する。図４
に示すように、ベアリング２４は好ましくはほぼ環状形であり、ベアリングの一側面に軸
方向にベアリングの長さいっぱい伸びているスロット５６を有する。スロット５６により
ベアリング２４は拡張でき、部材１６の軸３６上に適合できる。ベアリング２４の遠位端
に複数の延長アーム５２がある。延長アーム５２はベアリング２４の内部に向かって幾ら
か突き出ていて、アーム５２が軸３６の環状溝３８と係合できる。
【００２４】
軸３６に結合するとき、ベアリング２４は、ベアリングがドリル本体１８とハウジング２
０と独立して回転できないように、ハウジング２０内に干渉するように配置される。好ま
しくは、環状ベアリング２４は、リブ５８とベアリングの外面から外側に突き出ている延
長部５９を有する。リブ５８と延長部５９はハウジング２０の穴５０内の対応するスロッ
ト６０と係合し、穴５０内でのベアリング２４の連結を容易にする。好ましくは、延長部
５９は延長アーム５２の間に離れて位置しているが、リブ５８と延長アーム５２は直線状
につながる（ aligned with）。ドリルヘッド１２はハウジング２０の穴５０の中でドリル
本体１８上にほぼ永続的に配置するように構成されてるので、ハウジングの一部を破壊し
なければドリル本体からドリルヘッドを分離することは一般には不可能である。ドリル組
立物を分解したり再び組み立てることはできないので、安全性の見地からドリル組立物１
０は使用後は捨てるのが望ましい。また、使用後にドリル組立物は洗浄できないので、ド
リルの再使用は勧められない。
【００２５】
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ドエル４４に た状態で



一実施例において、重合体リングなどの指示機（図示せず）を、ドリル組立体のある位置
、好ましくは軸３６上に、含んでもよい。このような指示機は好ましくはそれ以下では一
般に滅菌が生じ再使用ができるかどうかを指示機が示すような融解温度を有する。指示機
リングとして使用に適する重合物質の一例として、アクリロニトリル・ブタジエン・スチ
レンがある。
組立物１０は、第一のドリル部材１４の上に十分な軸方向の負荷が存在するときのみドリ
ルヘッド１２の回転を可能とする、クラッチ機構６２を有する。本発明のドリル組立物１
０には、この分野で知られているこの種のクラッチ機構が使用できる。
【００２６】
好ましい実施例では、クラッチ機構６２はハウジング２０の底に配置され、ほぼ垂直な（
即ち、軸方向の向き）駆動面６６を有する駆動体６４およびスプリング６８又はそれと同
様の圧縮部材を含む。そのような圧縮部材は、軸２８の駆動体係合面３０を、垂直駆動面
６６から離 バイアス力をかけて押しやる。好ましい実施例では、図１と図６に示
されるように、スプリング６８は、ハウジング２０の底にある軸の穴７０内に配置される
。スプリング６８は、好ましくは、ハウジング２０の穴５０の中へ伸びる垂直突起又はプ
ランジャ７２を有する。スプリング６８は、好ましくは、穴５０の底に取り付けられた座
金７４により、正しい位置に維持される。座金７４は好ましくはプランジャ７２を受ける
中央開口部７６を有する。好ましい実施例では、ほぼ垂直な駆動面６６を有する駆動座金
７８を座金７４の上に配置する。
【００２７】
図７ないし図９及び図１０に示されるように、駆動座金７８と座金７４はほぼ円形であり
、それぞれが、 ハウジング２０内のスロッ
ト６０に係合し座金７４，７８をハウジング内にしっかりと固定させ
ハウジングと のみ回転させる 。好ましくは、アーム８０はハウジング２
０の穴５０内のスロット６０と係合する。
【００２８】
駆動座金７８は好ましくはドリルヘッド１２の時計回り回転のみを容易とするように構成
される。従って、図６，８，９に示されるように、駆動座金７８の駆動面６６はほぼ垂直
である。スプリング６８のバイアス力が第一のドリル部材１４上の軸方向の負荷に負かさ
れるとき、軸２８の駆動体係合面３０は駆動座金７８の開口部８２の中に伸びて、ほぼ垂
直な駆動面６６が駆動体係合面３０に接触して、ドリルヘッド１２の時計回り回転を容易
にする。駆動座金７８の反時計回り回転はドリルヘッド１２の反時計回り回転をもたらさ
ない。駆動座金７８の各駆動面６６に隣接する傾斜面８４は、ドリルヘッド１２の反時計
回り回転を防ぐ。ハウジング２０と駆動座金７８が反時計回りに回転すると、傾斜面８４
は軸２８の非係合面３１と接触し、ドリルヘッド１２が回転することなく
傾斜面８４をずり上げる。面８４は約４５度から５５度の角度で傾斜するが、約４５度が
好ましい。
【００２９】
図８に示されるように、駆動座金７８の垂直駆動面６６は、好ましくは、駆動座金７８の
下方突起部に形成される。同様に、傾斜面８４は駆動座金７８の下方突起部に形成される
。
【００３０】
他の実施例において、図１１ないし図１５に示されるように、本発明はドリル組立物８６
からなり、そのうち少なくともドリル本体は再使用できる。ドリル組立物８６は、その遠
位端にドリルヘッド８８を有し、ドリルヘッド８８は第一のドリル部材１４と第二のドリ
ル部材１６を有する。ドリル組立物８６の近位端にはドリル本体９０がある。ドリル組立
物８６は再使用できる。しかし、好ましい実施例では、ドリルヘッド８８は使い捨てであ
り、ドリル本体９０のみが再使用できる。
【００３１】
本発明の実施例に用いられるドリルヘッド８８は、上述した使い捨ての実施例のドリルヘ
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すように

延長アーム８０を有する。延長アーム８０は、
、座金７４，７８を

一緒に ようにする

非係合面３１が



ッドと同一又は類似でよい。従って、図１１ないし図１３および以下の説明で使用する参
照番号は、上記のドリルヘッド１２の種々の部分を示した同一の参照番号に対応する。
【００３２】
再使用可能ドリル本体９０はドリルハウジング９６を有し、ドリルハウジング９６の中に
円筒形ソケット９８がある。ドリル本体９０の近位端にはドリルチャック（図示せず）と
係合するハドソンエンド（ Hudson end）９１または同様の部材がある。ドリル本体９０は
端９１と一体であり遠位にある長形部材９３も有する。部材９３の遠位端９５は好ましく
はソケット９８のベースを形成する。ソケット９８は内側スリーブ１００により一部囲ま
れ、部材９３上に位置付けられ、ドリルヘッド８８の長軸２８，３６を受ける。引き込み
式の外側スリーブ１０２は内側スリーブ１００の上に置かれる。好ましくは、図１１に示
されるように、外側スリーブ１０２は、外側スリーブ１０２の内側部分でショルダー１１
０と係合するスプリング１０８又は同様のバイアス機具により、引き込まれていない位置
に押しやる。内側スリーブ１００は、開口部１０６を通して突き出る係合ベアリング１０
４を有していて、係合ベアリング１０４は好ましくはソケット９８の遠位端の方に位置す
る。係合ベアリング１０４は、半径方向のずれられるように内側スリーブ１００の中にあ
る。従って、図１１に示されるように、外側スリーブが引き込まれていない位置にあると
き、ベアリング１０４はソケット９８の内部に押しやられる。図１２に示されるように、
外側スリーブ１０２が十分に引き込まれるとき、ベアリング１０４は、ソケット９８の内
部を少しも占めないように、自由で束縛を受けず外向きに動く。好ましくは、軸３６は近
位端に、外側スリーブ１０２の力によりベアリング１０４がソケット９８の内部に押しや
られるときに、ベアリング１０４と係合する環状溝３８を有する。ベアリング１０４の直
径は約１．５ｍｍから４．７ｍｍである。
【００３３】
ドリルヘッド８８の近位端に第一及び第二のドリル部材１４，１６の軸２８，３６がある
。好ましくは、ソケット９８の直径は軸３６の直径より少し大きく、軸３６はソケット９
８内に軽く押されるように配置できる。それにより、ドリルヘッド８８がドリル本体９０
とその中にある駆動体機構から独立して回転できる。
【００３４】
図１２に示されるように、外側スリーブ１０２が十分に引き込まれると、ベアリング１０
４をソケット９８の内部からずらすことができる。これにより、ドリルヘッド８８の軸２
８，３６をソケット９８に挿入できる。外側スリーブ１０２が自然な状態に戻ると、ベア
リング１０４の前部がソケット９８の内部に押しやられ、軸３６の環状溝３８と係合しド
リルヘッド８８がドリル本体９０に固定される。
【００３５】
再使用可能ドリル組立物８６はドリル本体９０内にあるクラッチ機構１１６を有する。ク
ラッチ機構１１６は、第一のドリル部材１４が十分な軸方向の負荷がかかっているときの
み、ドリルヘッド８８の回転を容易にする。好ましくは、クラッチ機構１１６はドリルヘ
ッド８８の時計回りの回転のみを容易にする。再使用可能ドリル組立物８６に使用される
クラッチ機構１１６は、使い捨てドリル組立物１０について上述したものと同一又は類似
でよい。しかしながら、好ましい実施例においては、図１３から図１５に示されるように
、クラッチ機構１１６は、駆動体１２４とその駆動面１２６がソケット９８の底部１１８
と一体であり部材９３の遠位端９５に形成される点で少し構造が異なる。この構造の特徴
により、ドリル本体は耐久性が向上しより長い寿命を有する。
【００３６】
図１１から図１５に示されるように、クラッチ機構１１６は、部材９３内に形成される穴
１２２の中にあるスプリング１２０またはそれと同様の圧縮手段を有する。スプリング１
２０は、ソケット９８の中にのびるプランジャ部材１２８に対して力を加える。プランジ
ャ１２８を動作抑制部材により穴１２２の中に維持することができる。好ましい実施例で
は、この部材はドエルピン１３０であり、ドエルピン１３０は、長形部材９３とプランジ
ャ１２８を通って長形部材９３に形成される半径方向穴１３２の中に、半径方向に伸びる
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。好ましくは、ドエルピン１３０の直径は、プランジャ１２８の軸方向の動きが制限され
るように、半径方向穴１３２とプランジャ１２８内に形成される対応する穴（図示せず）
より小さい。スプリング１２０とプランジャ１２８が組み合わさって、第一のドリル部材
９２の軸に 、駆動体１２４とそ 駆動面から離 し
やる。
【００３７】
図１４および図１５に示されるように、駆動体１２４は長形部材９３の遠位端９５に配置
される。好ましくは、駆動体１２４は、部材９３の遠位端９５から突き出るほぼ垂直な駆
動面１２６を有する。駆動面１２６は、好ましくは、第一及び第二のドリル部材１４，１
６の時計回りの回転のみを容易にするように、構成される。好ましくは、駆動面１２６は
、対向するほぼ三角形の延長部１２３に形成される。各駆動面１２６に隣接して傾斜非駆
動面１３６がある。好ましくは、ドリル本体９０が反対時計回りに回転すると傾斜非駆動
面１３６が第一のドリル部材１４の軸２８の面と係合しないでドリルヘッド８８の反時計
回り回転を防ぐように、傾斜非駆動面１３６は約０．０６０から０．０８０のラディウス
（ radius）で配置される。スプリング１２０のバイアス力が、第一のドリル部材１４によ
るプランジャ１２８に対する軸方向の負荷により打ち負かされると、軸２８の駆動体係合
面３０が延長部１２３間の空間に伸びる。これによりほぼ垂直な駆動対面１２６が駆動体
係合面３０に接触してドリルヘッド８８の時計回り回転を容易にする。
【００３８】
再使用可能ドリル組立物８６は、好ましくは、装置の滅菌を確実にするために、ドリル組
立物に添った適当な位置で封止される。この様な封止は、ドリル組立物８６を使用後に分
解すること無く滅菌することを可能とする。好ましい実施例では、組立物は、当業者が適
当と考える場所で、耐高温Ｏ－リング１３８により封止される。
また、好ましくは、プランジャＯ－リング１４６を、可動性を減ずることなくプランジャ
１２８の回りを封止するのに、用いることができる。プランジャの位置が軸方向にずれて
も半径方向穴１３２又はスプリング１２０が汚染されないように、プランジャＯ－リング
１４６は通常プランジャ１２８の遠位端に配置する。
【００３９】
本発明のドリル組立物は、外科用ドリルの製造において通常使用される種々の物質で構成
することができる。当業者は、本発明のドリル組立物を構成するのに最も適した物質を容
易に選択できる。しかし、好ましい実施例では、使い捨てドリル本体１８と環状ベアリン
グ２４は重合物質で構成し、再使用ドリル本体９０は重合体から構成することができる。
また、ステンレス鋼も好ましい物質である。
【００４０】
本発明の精神または他の特徴から離れることなく、本発明は他の形態で実施できる。従っ
て、本実施例は全ての点で例示であって限定でない。本発明の範囲は前記の記載でなく添
付の請求の範囲で示される。従って、請求の範囲の意味するものや等価の範囲内での全て
の変更はこの発明に含まれる。
【００４６】

前記駆動体手段が、前記ソケットの底面にある少なくとも一つの 構造体
、 時計回りに回転するとき

ほぼ垂直 縁を有する請求項 記載のドリル装置。
反時計回りに回転するとき 前記 構造体の

縁は傾斜し 、前記第一のドリル部材の長形軸と係合できない非駆動面を
記実施態様（ ）記載のドリル装置。

（ ） 垂直な の高さは ．８から１．６ｍｍである 記実
施態様（ ）記載のドリル装置。
（ ）前記非駆動面は約０．０６０から０．０８０のラディウス（ radius）で傾斜する
記実施態様（ ）記載のドリル装置。
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付勢力をかけて の れるように、この軸を押

　本発明の具体的な実施態様は以下のとおりである。
（１） 隆起 を備え
ており 前記駆動面は前記駆動体手段が の前記隆起構造体の進行
方向先端となる な １５
（２）前記駆動体手段が の 隆起 進行方向先端とな
る ており なしてい
る上 １

３ 前記進行方向先端となるほぼ 縁 ０ 上
２

４ 上
２



【００４７】
（ ）前記駆動体手段が２つの対向するほぼ三角形の 構造体から構成され、

計回りに回転すると 縁はほぼ垂直な
駆動面を有し、 時計回りに回転すると

縁は傾斜 非駆動面を有する請求項 記載のドリル装置。
【００４８】
（ ）前記係合ベアリングはほぼ円形で、１．５から４．７ｍｍの直径を有する請求項

記載のドリル装置。
（ ）前記第二のドリル部材の軸にある前記環状溝は、前記係合ベアリング

を 十分な幅と深さを有している 記実施態様（ ）記載のドリル装置。
（ ）前記圧縮手段は、前記ソケットの底面の中央にある軸方向の穴の中に形成されたス
プリング 記実施態様（ ）記載のドリル装置。
（ ）さらに、棒状部材 、前記棒状部材は前記スプリングと接触する底部と
、前記第一のドリル部材の長形軸を前記駆動体手段から 力をかけ 上部と
を有する 記実施態様（ ）記載のドリル装置。
【００４９】
（ ）前記連結手段が、
前記第一のドリル部材の前記長形軸を通って 半径方向に伸びている孔と、
前記第一のドリル部材の前記長形軸の直径より長く、前記孔の中に ドエルと、
前記第二のドリル部材の軸内にあり、前記第一のドリル部材の前記長形軸の直径を越えて
伸びる の部分を受けて 係合する２つの対向する孔 請求項

記載のドリル装置。
（ ）前記第二のドリル部材の軸内にある前記孔はほぼ直角三角形であり、前記直角三
角形の 辺は前記軸の長手方向

は ５度の角度で傾いている 記実施態様（ ）記載のドリル装置。
（ ）三角形の前記孔の 前記辺の長さが ．５から４
．０ｍｍである 記実施態様（ ）記載のドリル装置。
（ ）前記第一のドリル部材の 前記駆動体係合面を前記駆動体の前記駆動面と
係合させるため

０．５から２．５ｍｍ 方向 を必要とする 記実施態様（
）記載のドリル装置。

（ ）前記第一のドリル部材の長形軸が軸方向に ために、 軸方向の負荷が
から１０ポンド（約  1360.77から 4535.9グラム） 記実施態様（

）記載のドリル装置
【００５０】
【発明の効果】
以上の述べたように、第一のドリル部材の切削面に、圧縮手段のバイアス力を越える軸方
向の負荷がかかっているときは、第一のドリル部材の軸の駆動体係合面が駆動体手段の駆
動面と係合して回転する。圧縮手段のバイアス力を越える軸方向の負荷がかからないとき
は、第一のドリル部材の軸の駆動体係合面が駆動体手段の駆動面と係合しないので回転し
ない。従って、骨の切削しているときは十分な負荷がかかり回転するが、骨の切削が終了
すると負荷が小さくなり回転が止まるので、組織の損傷等を防げる。
【００５１】
駆動体手段の駆動面は、駆動体手段が時計回りの回転をするとき、第一のドリル部材の軸
の駆動体係合面と係合するが、駆動体手段が反時計回りの回転をするとき、第一のドリル
部材の軸の駆動体係合面と係合できないので、第一のドリル部材は時計回りでのみ回転で
きる。
【００５２】
使い捨てドリル装置は全てが使い捨てであり、時間を消費するドリル装置の分解や再度の
組み立ては必要としない。再使用可能ドリル装置は、ドリルヘッドは取り替えて又は滅菌
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５ 隆起 前記駆動
体手段が時 きの前記隆起構造体の進行方向先端となる

前記駆動体手段が反 きの前記隆起構造体の進行方向
先端となる した １５

６ １
５

７ との固定的な
係合 可能にする 上 ６

８
を備える上 ７

９ を備えており
離すように付勢 る

上 ８

１０
前記長形軸の

挿入される

前記ドエル この部分に を備える １
５

１１
第一の辺と第二の 軸線に平行および鉛直に伸びており、第三

の辺 ４ 上 １０
１２ 前記長手方向軸線に平行に伸びる ２

上 １１
１３ 長形軸の

には、前記圧縮手段の付勢力に打ち克つ軸方向の負荷によって、前記第一
のドリル部材が 軸 に変位すること 上
１２

１４ 変位する 前記
３ よりも必要である上 １３

。



して再使用し、ドリル本体部材は再使用できる。すなわち、使用後にドリル本体部材から
ドリルヘッドを取り外すときは、外側スリーブを引き込むと係合ベアリングがソケットか
ら内側スレーブの中へ押し戻されるのでドリルヘッドを取り外せられ、ドリル本体部材に
ドリルヘッドを取り付けるときは、外側スリーブを引き込み係合ベアリングをソケットか
ら内側スレーブの中へ押し戻された状態でドリル本体部材にドリルヘッドを入れ、その後
外側スリーブを元の状態に戻すと、係合ベアリングが内側スレーブからソケットの中へ押
しやられ第二のドリル部材の軸にある環状溝と係合して固定される。このように、ドリル
本体部材へのドリルヘッドの取付けは分解すること無く速やかに、容易に、間違いなくで
きるように構成されている。再使用可能ドリル装置は容易に滅菌もできる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の一実施例の使い捨てドリル組立物の断面図である。
【図２】図１のドリル組立物の第一のドリル部材を示す図である。
【図３】図１のドリル組立物の第二のドリル部材を示す図である。
【図４】図１のドリル組立物の連結したドリル組立物の第一及び第二のドリル部材と環状
ベアリングを示す分解図である。
【図５】図１のドリル組立物の第二のドリル部材を示す他の図である。
【図６】図１のドリル組立物に使用するドリル本体の切り欠き図である。
【図７】本発明のドリル組立物に使用する駆動体を示す図である。
【図８】図７の駆動体の線Ｂ－Ｂに添った断面図である。
【図９】図７の駆動体を示す他の図である。
【図１０】本発明のドリル組立物において、図７から図９の駆動体と組み合わせて使用す
る座金を示す図である。
【図１１】本発明の他の実施例の再使用可能ドリル組立物の断面図である。
【図１２】ドリルヘッドがドリル本体から取り外された図１１のドリル組立物の分解図で
ある。
【図１３】図１１及び図１２のドリル本体の断面図である。
【図１４】図１１のドリル本体の近位部を形成する部材の側面図である。
【図１５】図１４の部材の遠位の端面図である。
【符号の説明】
１０，８６　ドリル組立物（ドリル装置）
１２，８８　ドリルヘッド
１４　第一のドリル部材
１６　第二のドリル部材
１８，９０　ドリル本体（ドリル本体部材）
２０　ハウジング（円筒状部材）
２２，９１　ハドソンエンド（ドリル本体部材の長形軸）
２４　環状ベアリング（ベアリング手段）
２７　切削面（第一のドリル部材の切削面）
２８　軸（第一のドリル部材の 軸）
３０　駆動体係合面
３１　 係合面
３２　中央穴（第二のドリル部材の穴）
３４　切削面（第二のドリル部材の切削面）
３６　軸（第二のドリル部材の軸）
３８　環状溝
４０　連結機構（連結手段）
４２ａ　孔（第二のドリル部材の孔）
４２ｂ　孔（第二のドリル部材の２つの対向する孔）
４４　ドエル
４５　カム（第二のドリル部材の２つの対向する孔）
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長形

非



５０　穴（第一の軸方向の穴）
５９　延長部
６２，１１６　クラッチ機構
６４，１２４　駆動体（駆動体手段）
６６，１２６　駆動面
６８，１２０　スプリング（圧縮手段）
７０，１２２　穴（第二の軸方向の穴）
７２，１２８　プランジャ（プランジャ部）
７４　座金（第二の座金様挿入物）
７６　中央開口部
７８　駆動座金（第一の座金様挿入物）
８４，１３６　傾斜面（非駆動面）
９８　ソケット
１００　内側スリーブ
１０２　外側スリーブ
１０４　係合ベアリング
１２３　延長部（ 構造体）
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】
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